
１ 

 

市の福祉に関する現状と課題 

 

１ 市の福祉に関する現状について 

⑴ 人口・世帯 

① 人口 

小金井市の人口全体は微増となっています。年齢３区分別にみると、６５歳以上の

老年人口が全体に占める割合（高齢化率）が増えており、平成２６年に２０％を超えて

います。人口推計においても、今後とも同じ基調となることが見込まれています。 

 
出典：「小金井市第６期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画」（各年１０月１日現在） 

人口推計は小金井市「小金井市人口ビジョン（Ｈ２８年３月）」 

 

② 世帯 

１世帯あたり世帯人員は微減となっており、平成２９年４月１日で２．０２人とな

っています。 

 

出典：小金井市「住民基本台帳」（各年４月１日） 
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⑵ 高齢者 

① 前期高齢者・後期高齢者 

平成２８年１０月現在、前期高齢者と後期高齢者の数はほぼ同数となっており、今

後は後期高齢者の割合が増加する見込みです。 

 

出典：小金井市「住民基本台帳」（各年１０月１日） 

人口推計は小金井市「小金井市人口ビジョン（Ｈ２８年３月）」 

 

② 高齢者世帯 

ひとり暮らし高齢者世帯数および高齢者夫婦のみ世帯数はともに増加傾向です。また

ひとり暮らし高齢者の世帯数は、平成１７年に高齢者夫婦のみの世帯数を超えています。 

 

出典：国勢調査（各年） 
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③ 要介護認定者 

 介護保険の要介護認定を受けた要介護認定者数は各年増加しています。 

一方、東京都福祉保健局「平成２６年 都内各区市町村の６５歳健康寿命」による健康寿

命算出結果をみると、男性、女性ともに都の平均値を超えており、元気な高齢者も多い

地域となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「小金井市第６期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画」（各年１０月１日現在） 

人口推計は小金井市「小金井市人口ビジョン（Ｈ２８年３月）」 

 

⑶ 障がいのある方 

障がいのある方は増加傾向にあり、平成２７年１０月１日現在、３，８５２人となっ

ています。障害の種類別に見ると、特に精神障害者保健福祉手帳の所持者数が増加して

います。 

 

出典：小金井市「小金井市事務報告書」（各年） 

 

 

2,558 2,575 2,615 2,605 2,577

523 537 556 570 585

514 561 617 623 690

3 ,595 3 ,673
3 ,788 3 ,798 3 ,852

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（人）

身体障害者手帳 愛の手帳（知的障がい者） 精神障害者保健福祉手帳

629 635 718 835 833 1,125 1,207
486 535 558 559 607

818 944835 837 875 1,001 1,094

1,684
1,819

632 691 723
710 687

769
903

463 485 502
498 511

652

786

438 441
476

509 531

820

974

425 460
448

474 453

571

694

3 ,908 4 ,084
4 ,300

4 ,586 4 ,716

6 ,439

7 ,327

23.4% 24.2% 24.5%
25.4% 25.3%

32.1%

35.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成32年

（推計）

平成37年

（推計）

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 要介護認定率

 

≈  
 

≈  

要
介
護
認
定
者
数

要
介
護
認
定
率



４ 

 

⑷ 市民生活 

① 生活保護の状況 

生活保護の被保護世帯数および被保護人員数は増加しています。 

 

出典：小金井市「小金井市事務報告書」（各年） 

 

 

 

② 生活困窮者自立支援事業 

 平成２７年から開始された生活困窮者自立支援事業について、相談内容をみると、「収

入・生活費」の件数が最も多く、ついで「仕事探し、就職」となっています。 

 

（件） 

相談内容 延べ件数 相談内容 延べ件数 

病気や健康、障害 ９８ 地域との関係 ２ 

住まい ９７ 家族との関係 ２５ 

収入・生活費 １７９ 子育て １０ 

家賃・ローンの支払い ９４ 介護 ３ 

税金や公共料金等の支払い ７６ ひきこもり・不登校 ３ 

債務 ５７ ＤＶ・虐待 ２ 

仕事探し、就職 １３０ 食べるものがない ２０ 

仕事上の不安やトラブル １２ その他（居場所がない等） １３ 

 合 計 ８２１ 

 

出典：小金井市「小金井市事務報告書」（平成２７年） 
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⑸ 地域活動 

① 町会・自治会 

町会・自治会数は微減しています。また加入世帯数も減少傾向となっています。

 

出典：小金井市「小金井市事務報告書」（各年） 

 

 

② 老人クラブ 

 老人クラブ数は一定して１５クラブとなっていますが、平成２７年に１クラブ減と

なっています。会員数には増減がありますが、平成２７年はやや増となっています。 

 

出典：小金井市「小金井市事務報告書」（各年） 
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③ ＮＰＯ法人 

ＮＰＯ法人数は増減がありますが、平成２４年からみると増加となっています。 

 

出典：東京都市町村自治調査会「多摩地域データブック」（各年） 
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２ アンケート調査のまとめについて 

⑴ 誰もが気軽に立ち寄れる居場所や、交流の場など、地域の人々が互いに知り合え

る機会が必要です 

 

一般市民調査では、地域の問題点・不足しているものとして、隣近所との交流や世代

間の交流を挙げる人が２～３割となっており、約２割の人が、地域の中で気軽に集まれ

る場が少ないと考えています。 

また、地域の支え合いの仕組みづくりで必要だと思うことは、「地域の人々が知り合う

機会や活動する場所を確保すること」が４割弱で最も多く、特に男性 65歳以上では５割

弱と高くなっています。さらに、これからの小金井市の福祉で力を入れるべきこととし

て、「気軽に相談できる人や集まれる場所の整備等」が 26.0％となっており、特にひと

り暮らしの人では 34.7％と高くなっています。 

福祉の担い手調査では、これから力を入れていきたい活動として、「高齢者、障がい者、

子ども等のふれあいの拠点づくり」が４割台、ＮＰＯ法人では７割台と多くなっていま

す。 

さまざまな年代、立場の人が互いに知り合い、交流するようなイベントの開催や、居

場所づくりなど、地域交流に取り組む必要があります。 

 

 

⑵ 地域活動等に取り組みやすくし、担い手を確保していく必要があります 

 

一般市民調査では、地域活動やボランティア活動に参加している割合は２割未満と低

くなっています。一方、福祉の担い手調査では、スタッフの高齢化や人材不足、後継者

不足を課題として挙げている団体が多くなっています。また、地域の課題を解決するた

めに必要な方策として、「地域福祉の担い手となる人々を増やす」ことが最も多くなって

います。 

地域活動を担う人材の確保・育成が必要とされており、各種講座の開催や活動情報の

提供など、地域活動・ボランティア活動に取り組みやすい環境を整えていく必要があり

ます。 

 

⑶ 福祉課題に総合的に対応する体制が必要とされています 

 

福祉の担い手調査では、支援が必要であるにもかかわらず、福祉サービスの利用に結

びついていない人が地域にいるかどうかたずねたところ、約３割が「いる」と答えてい

ます。また、社会福祉協議会の活動で今後充実してほしいものとして、「気軽に相談でき

る福祉総合相談の充実」が４割台と高くなっています。 

複合的な課題や制度の狭間など、従来の縦割りの体制では対処できない福祉課題に対

応するため、総合的な相談体制や、地域で困っている人を専門機関へとつなぐコーディ

ネート機能が必要とされています。 

 



８ 

 

⑷ 地域における、災害等の緊急時の支え合い体制づくりが必要です 

 

一般市民調査では、地域にある問題点・不足していると思うものでは、「緊急時の対応

体制がわからない」が約３割で最も多くなっています。また、災害時についての不安や

心配なことでは、自分自身及び同居の家族が一人で避難することが困難なことなどが挙

げられており、緊急時の対応には、個人・地域のどちらにも不安や問題があると感じて

いる人が多くなっています。 

一方で、地域の防災訓練の参加率は１割台、避難行動要支援者名簿の認知度は１割未

満と、地域の防災や緊急時対応への意識は低くなっています。 

乳幼児や高齢者、障がいのある方など、地域に暮らすさまざまな人を交え、日ごろか

ら地域での災害時対応を話し合い、災害時に地域住民同士で互いに支え合い、助け合え

るような体制を、地域で検討し、構築しておく必要があります。 

 

 

 

３ 国の動向について 

⑴ 地域共生社会の実現 

 平成２８年に国において「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が発足し、地域の

あらゆる住民が支えあいながら、自分らしく活動できる地域コミュニティを育成し、公

的な福祉サービスと協働する「地域共生社会」の実現を目指すことが提示されました。 

市においては、育児、介護、障がい、貧困などの複合化したニーズを的確にとらえ、

分野別の相談支援体制と連動して対応する包括的・総合的な相談支援体制の確立が求め

られています。 

 

⑵ 生活困窮者自立支援法 

 生活保護にいたる前の段階の自立支援策の強化を目的として、平成２７年より生活困

窮者自立支援法が施行され、生活困窮者自立支援制度が開始されました。 

 この制度は、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住宅確保給付金の支給等

を通じて、それぞれに合った個別的かつ包括的な支援を早期に実施することを目的とし

て実施されるものです。市においても、平成２７年より自立生活相談サポートセンター

内にて事業を実施しています。 

 

⑶ 災害時避難行動要支援者対策 

 平成２５年に災害対策基本法が一部改正され、高齢者、障がい者、乳幼児等の特に配

慮を要する方のうち、災害発生時の避難等に特に支援を要する方の名簿の作成が、各自

治体に義務付けられました。今後は、具体的な避難方法等の明確化や、避難行動支援に

係る地域での共助の取り組みを具体化することが求められています。 

 


